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は　じ　め　に
　１９９５（平成７）年１月１７日の「阪神・淡路大震災（Great Hanshin-Awaji Earth-
quake　規模：マグニチュード ７．２）」と同年３月２０日の「地下鉄サリン事件（：東京
都の地下鉄でカルト新興宗教団体のオウム真理教が起こした化学兵器を使用した無
差別テロ事件）」によって，日本の安全神話は瓦解したと言われている。しかし，当
時はまだ学校は安全で安心な場所として認識され，学校は地域住民の心の拠り所で
もあっ た 。学校は，災害などが起きた時の避難先として指定されていることから，
 （̍ ）
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お　わ　り　に
伝統的に“聖域”と認識されており，多くの国民は凶悪犯罪など絶対に起きるはず
がないと思い込んでいたのである。実際，阪神・淡路大震災の時には，ピーク時に
１８９もの学校・園が避難所になり，１３万人を超える避難者が教室や体育館に集まって
きたのであ る 。
 （̎ ）
　２００１（平成１３）年６月８日，大阪教育大学付属池田小学校で不審者の乱入による
児童殺傷事 件 （児童８人が殺害され，教師を含む１５人が重軽傷を負わされた事件）
 （̏ ）
が起きた。それまでは，学校という場所は他の場所よりも安全であるという“神話”
のようなものがあった。この池田小学校事件のインパクトは大きなものであり，学
校が外部からの侵入に“無防備”である実態が露呈し，“学校の安全神話”は脆く
も完全崩壊したと言わざるを得な い 。
 （̐ ）
　池田小学校事件の以前にも，類似の事件「京都てるくはのる殺害事件；１９９９年１２月
２１日，京都市立日野小学校で２年生の児童が刺殺された事件」が発生しており，文部
省（当時）は来訪者の出入り確認などの安全対策の徹底を指示していたところであっ
た。しかし，残念ながら池田小学校の事件を防ぐことはできなかったのである。この
ような“惨劇”を繰り返さないために，学校は地震や火災に備える危機対応に限定す
ることなく，児童生徒の絶対の安全を確保するための努力をするとともに，教師自身
の生命や身体を守るためにも，事前にありとあらゆる危機を“予知（予測）”し，そ
れを“回避”するためにソフトとハードの両面から態勢づくりを行う必要性が高まっ
てきたと言える。また，危機の発生時には，その被害を最小限にとどめるための“ダ
メージ・コントロール（Damage Control）”を教職員が協同して迅速に行うことがで
きる組織が必要とされ，学校における教職員の危機対応意識の高揚と，社会の変化を
踏まえた外部機関との緊密な連携による危機対応体制の確立が強く求められている
のである。児童生徒が置かれている状況は，何時の時代も国や地域の現実と大人の
意識を反映したものであり，学校だけが社会から隔離されたものではない。地震や
火災による被害は学校においても発生するし，人間の命を軽んじる風潮や市場原理
を至上目的とした“ストレス型社会”の蔓延が，社会的な弱者である児童生徒を狙っ
た犯罪を増加させているのであり，生徒の安全を守るのは，学校や教師の努力だけ
で実現できるような問題ではなくなっているのである。しかし，このような状況に
あるからこそ，学校や教師が生徒の生命と安全を守るために組織として何をすべき
かを考え，実行に移すことの重要性は一層高まってきていると捉えるべきであろう。
　本研究は，筆者の高等学校の管理職としての勤務経験をもとに，学校安全とクラ
イシス・マネジメントの意義を考察し，「生徒の生命を守る」という学校の核とな
る“ミッション ” （Mission）を果たすために，管理職の視点から，高等学校におけ
 （̑ ）
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るクライシス・マネジメントの一般的な原則を事前と事後の二つに分けて考察し，
対応の在り方と留意事項を具体的に明らかにしたものである。
１　学　校　安　全
　本研究で論及する「学校安全」とは，高等学校における生徒の安全に関する諸活
動のことを指している。学校は，指導と管理を行う機関であり，図１に示したよう
に学校安全についても“指導（Direction）”と“管理（Management）”という二つ
の側面から分類できる。それは生徒が自分自身や外部環境にある様々な危機につい
て，危機の芽となる危険を察知して回避したり対応したりして安全に行動するとと
もに，教師が生徒の心身の安全や学校環境の安全を維持・向上させることを目指す
ものであり，その内容は，教師が生徒に対して行う「安全指導」と外部環境を安全
に保つための活動である「安全管理」の二つがある。安全管理には，生徒の心身の
安全及び生活や行動を管理する「対人管理」と校舎内外の施設・設備の物的な環境に
関する安全管理である「対物管理」があり，学校の安全と安心を維持・向上させて
いくためには，安全指導と安全管理の二つの活動を効果的に推進し，校内の協力体制
と家庭・地域の協力による組織的な活動が欠かせない。安全指導は，すべての生徒
に対して行うものであり，生徒自身が危険を察知し，適切な判断と行動がとれるよう
に教師が指導することである。また，災害や事件・事故が発生した場合に，教師が
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　　　　　　　　図１　学校安全と危機対応の構造　　　＊筆者作成
適切な応急手当や緊急措置ができるように校内の教職員研修を実施する必要がある。
実際に，学校では「自動体外式除細動器」（AED: Automated External Defibrilator）
の設置が進んでおり，教職員対象の講習会も実施されているところである。
　安全管理を行うのは，校長をはじめとする教職員であるが，生徒にも安全管理に
参加させることで，学校生活における危険を発見・回避することができるので，安
全管理の中で生徒の心身の健康管理や集団での人間関係の実態を把握して適切な指
導を繰り返していくことが求められる。生徒の生活面では，問題行動は家庭と連携
し早期に発見して個別に指導するとともに，学校全体として，学校行事や授業等を
通して集団づくりを推進していく必要があり，その際には，具体的な手立てとして
学期に１回はクラス担任による生徒の「個人面談」を実施するなどして，生徒の心
身の病気や人間関係のトラブルを予防することも有効である。対物管理としては，
教室や廊下だけでなく，便所・階段・体育館・特別教室・倉庫など生徒が頻繁に出
入りする場所は，その状態が日々変化しているため，教師は校内を巡回して危険な
個所があれば早急に危険を除去するなり立ち入り禁止にするなどの措置を講じるこ
とになる。その他にも運動場やプール，格技場，足洗い場，テニスコートなども管
理責任者を決めて，日常の管理をする必要がある。自然災害への備えとしては，台
風の接近や地震の発生についての対応を考えておくことが大切である。必要に応じ
て豪雨・豪雪・洪水・高潮・津波・暴風・落雷・山崩れ・火山噴火などの被害を最
小限に抑えるための対応措置をとっておくことになる。学校は，警報発令時の対応
や注意報段階での対応についても生徒に対してわかり易く説明し，登校・自宅待機・
授業開始時刻の繰り下げ・休校などの措置についての判断基準を家庭（保護者）へ
文書で（年に２回程度）通知している。学校火災や地震への備えとして，学校では
年に２回程度「避難訓練」を実施している。消防署の協力を得て消火訓練や起震車
を使った訓練を実施することも多い。他にも「交通安全」の指導も日常的に行う必
要があり，交通ルールを守るという指導だけでなく，どのように危険を予測して回
避するのかという点についても具体的な行動を指導している。
２　クライシス・マネジメントの意義
　一般的に「危機」という用語は，英語の Riskの訳語であり，「リスク・マネジメ
ント」という用語が使用される場合は，「危機管理」という日本語訳になっている。
リスク・マネジメント（Risk management）は，本来「経営活動に生じる可能性の
ある不測の事態を最小限に抑えるため，あらかじめ方策を立てること」（『日本語大
辞典』講談社）であり，企業経営上の保険の危険率の指標を意味している。企業は，
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安定した利益の確保が最優先課題であり，人的資源や物的資源である流動資産や固
定資産を安全に管理し，保険や安全対策などを活用して偶発的な損失を最小化する
ことで，経営を健全で永続的なものにしようとしているのである。リスク・マネジ
メントとは，事業の偶発的な損失を評価，防止あるいは最小化するための技術のこ
とであ る 。（アメリカでは，Risk managementは，ほとんど Insuranceと同義語
 （̒ ）
として使用されている。）経済的な“損失の可能性”を少なくしていこうという発
想をそのまま学校・生徒の安全を維持・向上させようとする学校の管理に適用する
ならば，誤解や混乱が生じる恐れがある。学校の危機管理というのは，企業経営で
言うところのリスク・マネジメントではなく，通常の経済的リスクを超えた部分を対
象とするクライシス・マネジメントと呼ぶべきである。クライシス・マネジメントは，
辞典によれば「国内での天災や人為的な非常事態，または国際的な紛争が核戦争な
どの危機に発展するような事態に的確に対処するため，事前にたてておく行政的・
外交的対策」（『日本語大辞典』講談社）となっている。日本語の訳は，どちらも「危
機管理」になっているため，混同して使用される場合があるが，学校教育における
「危機」は，リスクのことではなく，クライシスの訳語として捉える必要がある。
　クライシス（Crisis）とは何かということになるが，クライシスは，ギリシャ語
のクリシス（Krisis）がその語源であり，その意味は，「重大な事態がよい方向に向
かうのか，逆に悪い方向に向かうのかの分かれ目となる重要な分岐点のこと」であ
る。この語源に見られるように，危機は生死にかかわる致命的な危険を伴う反面，
事態が好転（Upturn）するチャンス（Chance）でもあると理解できる。つまり，危
機は，不安定な危ない事態という意味と回復・悪化の決定的瞬間（転換点）という
二つの意味をもっているのであ る 。
 （̓ ）
　学校の場合は，利益確保が優先される企業と異なり，生徒の安全を最優先に守る
ことを重視する必要があり，危機を管理するというよりも，危機に迅速かつ即効的
に対応するということが求められているのであるから，Risk managementではな
く，Crisis managementが適切な用語であると言われており，本研究では，この
Crisis managementを「危機対応」と訳して使用している。その理由は，企業活動
での Risk managementと区別する意味からは，Crisis managementは，危機管理
ではなく「危機対応」という訳にすべきだ，という意見に賛同しているからであ る 。
 （̔ ）
筆者の高等学校で勤務した経験からも，危機管理という用語と危機対応という用語
では，言葉のもつイメージやニュアンスも異なり，“危機の管理”よりも“危機へ
の対応”の方が学校の現場感覚に合っていると考えられる。
　アメリカの精神保健学者のキャプラン （Caplan.G） の定義によると，危機 （Crisis）
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とは「一時的に，個人のいつもの問題解決手段では解決ないし逃れることが困難な
重大な問題を伴った危険な事態へ直面した，個人の心理的混乱状態」としている。
この「危機」の定義を整理すると次のようになる。
　「危機対応」（Crisis-management）とは，「人々の生命や心身等に危害をもたらす
様々な危険が防止され，万一，事件・事故が発生した場合には，被害を最小限にす
るために適切かつ迅速に対処すること」と定義されている。危機対応には，図２に
示したように“事前の危機対応”と“事後の危機対応”という二つの側面ある。事
前のクライシス・マネジメントとは，事件や事故の発生を未然に防止することを中
心としたものであり，危険を発見してその危険を取り除くことに重点が置かれる。
　他方，事後のクライシス・マネジメントとは，事件や事故が発生した場合に，迅
速かつ適切に対処して被害を最小限に抑え，再発防止策を講じるとともに通常の生
活が再開できるように対策を講じることを中心としたものである。事前のクライシ
ス・マネジメントも事後のクライシス・マネジメントも管理職の危機に対する認識
と意思決定が重要な要素であり，それが具体的な行動に結び付くことで，危機を回
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危機は長期的に持続するものではなく，一時的に発生するものである。①
危機は個人の通常の方法では克服できない困難な事態である。②
危機は遭遇した人間に心理的な混乱（不安定な状態）をもたらす。③
危機は突発的に日常とは違った異常な事態を生み出す。④
　　　　　　　　図２　学校の Crisis management　　　＊筆者作成
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避できたり，危機から脱却できたりするのである。特に社会の変化によって学校内
外に発生する危機の種類や質も大きく変わってきており，管理職にはこの変化への
機敏な対応だけでなく，危機の所在を見極めるための発想の見直しも求められてい
るのであ る 。学校のクライシス・マネジメントに関して言えることは，教師の意識
 （̕ ）
改革が必要だということである。クライシス・マネジメントは，教師の仕事の一つ
であり，決して雑用や無意識で行うようなものなどではないという意識である。管
理職にとっては，業務管理・人事管理と“クライシス・マネジメント”を同列に位
置づけて行動するということである。そして，クライシス・マネジメントの“知識”
を多くもつことよりも，危機対応の“意識”を高く持つことの方が重要であり，机
上の理論よりも実践・実行が大切である。クライシス・マネジメントは，決して難
しいものではなく，教師の使命感に基づく少しの勇気と行動力が必要であって，特
別な技術や高度な知識はほとんど必要ないことを理解しておかなければならな い 。
 （̍ ）̌
３　事前のクライシス・マネジメント
　昔から「備えあれば憂いなし」と言われている。Crisis managementに関しては，
校長・教頭の経営方針や基本的認識が極めて重要である。言うまでもなく，危機を
未然に防ぎたいというのがすべての教職員の切実な願いである。危機に陥らないた
めの予防である「事前のクライシス・マネジメント」について，筆者の高等学校で
の管理職の経験をもとに考えると，危機に備える第一歩は，“心の準備”であり，
危機から身を守るキーワードは，“平時”である。学校教育が平常な状況で展開され
ている時（平時）に，リーダーは最善の行動をとることができる。筆者は，その時
のリーダーとしての行動には，次の表２に示した４つの原則があると考えてい る 。
 （̍ ）̍
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表２　事前のクライシス・マネジメント
■ 危機につながる恐れのある“芽（危険）”を摘出する
常に「ヒト」による予防措置を念頭に行動し，日常の小さな事故
にも真剣に対応する
予防措置の原則１
■ 安全点検は二重チェックを行う
教職員の安全管理意識を高め，組織的に安全点検活動を実施する
安全管理の原則２
■ 自分には関係ないという他人事意識を排除する
新聞やテレビで事件・事故の報道があれば，生徒へのタイムリー
な指導を行う
適時指導の原則３
■ 生徒に関する個人情報の管理を徹底する
生徒のプライバシーに関わる情報の漏洩がないように厳重に管理
する
秘密保護の原則４
３．１　予防措置の原則
　学校の内外を注意深く観察すると，生徒の身の回りには様々な危険がある。その
証拠に小さな事故は実際に数多く起きているのである。教師は，大した問題ではな
いと看過することが多いが，小さな事故であってもその原因を正面から真剣に考え
て予防措置をとっておかなければ，何度も同じような事故が起きることになる。こ
れは「小さな事故」をすべて過敏に反応したり大袈裟に対応したりすることとは根
本的に異なるものであり，小さな事故の中に大きな危機に発展する「芽」が含まれ
ているので注意する必要があるという意味である。その小さな芽を見逃さない観察
力は，日頃から生徒・保護者や地域住民の方々と教職員が気軽に語り合える人間関
係の中で醸成されるものだと考えている。なぜならば，登下校中の生徒達の情報や
不審者の情報にしても生徒や地域住民の方が多くもっていることがあるからであ る 。
 （̍ ）̎
　予防措置として考えられるのは，不審者侵入の防止を例として考えた場合，セン
サーや監視カメラ，防犯ベルなどによる緊急通報システム設置という“モノによる
安全対策”がすすめられる。しかし，監視カメラや防犯ブザーが不審者の侵入を食
い止めたり，犯人を捕まえてくれたりする訳ではなく，“ヒトの存在”なくしては
有効な防犯手段とはならない。だからと言って，ヘルメット姿の警備員を学校に配
置すれば，かえって生徒に不安感や緊張感を生む恐れがあるので，学校では生徒を
監視するというのではなく，“見守る”という姿勢こそが重要なのである。実際，
校門を閉めても，学校の塀は簡単に乗り越えられるし，監視カメラを設置（録画）
していても，モニターを常時見続けることなどできない。学校周辺に住む地域住民
の協力を得ることで，不審者の早期発見と警察への通報といった一連の流れが出来
上がっていなければ，不審者の侵入を防ぐことはできない。警察にパトロールを依
頼することもできるが，常に学校周辺だけを巡回するようなことはできない。その
ため，不審者の発見のために，教師の追加的業務として校外の巡回をしている学校
も多くある。“見知らぬ人は不審者だ”という捉え方でなく，“一般の訪問客”であっ
ても，教職員や生徒が見かけたらこちらから挨拶をして「どちらに行かれるのです
か？」と声を掛けるようにすべきであって，これが有効な予防措置になるのである。
筆者の経験から，高等学校では，事務室で受付をするような一般の訪問者は一般的
に考えられるよりも少ない。筆者の経験でも外部からの訪問者は，１日平均，１０人
程度であり，１人の訪問者もなかったという日もある。保護者や同窓生などの学校
の関係者が学校を訪問した場合，事務室で受付を省略するケースが多い。しかも，
受付を済ませた証拠として訪問者を示す“名札”を首にぶらさげてもらうことになっ
ていても，（強制できないので）実際にはそれを着用してもらえないことがある。
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そのため，教師が校内ですれ違っても一般の訪問者と不審者の区別はつかないこと
になる。筆者は，その際に教師は遠慮しないで笑顔で「どちら様ですか？」と声を
掛けることで，顔を見られたということで，犯行を断念させるということしかない
と考えている。実際に学校を訪問してみるとすぐに分かることであるが，一般的に
は見知らぬ来訪者に対して（学校の指導によって）生徒が挨拶することがあっても，
教職員が声を掛けることは非常に少ない。行き先が分からないで困っているのでは
ないかという気持ちで（おもてなしの心で），積極的に声を掛けて欲しいものである。
３．２　安全管理の原則
　教師は，生徒たちの「命を預かっている」のだという気持ちを強く持って勤務し
ている。仮に学校の中が安全であったとしても，一歩外に出ると潜在的な危険は無
数にあり，実際に自動車と自転車の交通事故も後を絶たない。生徒が交通ルールを
守って運転していても，事故に遭う恐れがある。そこで，学校では自転車のブレー
キやライト等の安全点検を定期的に行ったり，教師は通学路に立って交通指導をし
たりすることもある。自転車通学の場合は，被害者になる恐れが大きいが，加害者
になることも十分考えられるので，交通安全の指導は，学校を上げて取り組む必要
がある。交通ルールを守っていれば，大丈夫だということではない。生徒は，安全
運転ではなく，危険を予知してできるだけ危険から遠ざかるような“防衛的な運転”
を心掛けなければならないのである。他方，学校内は安全なのかというと，校内も
絶対安全とは言い切れない。学校の施設・設備は日々の教育活動で使用されている
ので，使用頻度が高く，生徒の使用の仕方にも適不適が生じやすく，痛みかたも比
較的早いものであ る 。そこで，高等学校では，防火管理者（教頭）の指示によって
 （̍ ）̏
消防避難設備についてチェックリストに従った点検を実施している。その他の校内
施設・設備の安全点検も定期的に（年３回程度）行っている。筆者は，この点検活
動を分担する際に，教職員が二重にチェックできるようにして，その分担チェック
を照合する方法を採用したらよいと考えている。なぜならば，いつも同じ場所を見
ていると，惰性に陥り，危険個所を見落とすことがあるからであ る 。出入口や窓，
 （̍ ）̐
備品等の落下，電気製品の配線不備（蛸足配線など）による漏電，包丁・ナイフ・
彫刻刀など刃物の管理，理科の薬品管理など，日常生活で少し意識すれば危険を回
避できるものが多くあり，気付いた時に迅速に対応することが求められる。校舎が
老朽化していれば，壁が剥げて落下するというケースや，非常用の階段の手摺りが
腐って倒れるというケースもあるので，日頃は観察しないような個所は，月１回の
大掃除の時に点検することも重要である。毎日の清掃時間は，教師も生徒と一緒に
高等学校におけるクライシス・マネジメントに関する研究
清掃活動を行うことが多いので，その時間を利用して危険物や危険個所がないかを
確認することができる。修繕や撤去だけでなく，注意喚起の貼り紙，立ち入り禁止
のためのロープ等が必要と判断した場合には，迅速に対応する必要がある。教師は，
安全点検活動の時だけでなく，常に校内の安全を管理するという高い意識をもって，
生徒の生活環境に目配りをしているのである。
３．３　適時指導の原則
　現在，「防犯教室」の実施が推進されている。この防犯教室は，警察や防犯協会
などの外部の専門家による児童・生徒を対象とした専門的指導であり，危険予測と
危険回避に重点が置かれた具体的で実践的なものであ る 。学校では専門家に指導を
 （̍ ）̑
丸投げするのではなく，マスコミで大きな事件や事故の報道があった時には，機会
を捉えてタイムリーな全校指導を行うことが有効である。自分や自分の学校には関
係ないという“他人事意識”をもたせないということである。新聞記事の切り抜き
を行い，“ニュース記事”を印刷して，職員朝令で配付し補足説明をして「明日は我
が身」という認識をもってもらうことも重要である。教職員は，「自分の学校では
どうなのか？」という視点で考えて，生徒を指導することにな る 。一般的には知ら
 （̍ ）̒
れていないが，高等学校（校長や教頭）には，教育委員会からメール（e-mail）や
ファクシミリによって，毎日のように「不審者情報」が入ってきている。これらを
すべて生徒に知らせるという訳ではないが，事件や事故の重大性と生徒への危機の
切迫度によって判断して，緊急の学校集会を開催したり，校内放送をしたりするこ
とで，危機意識を高める指導を行っている。凶悪な事件や大きな事故の報道があっ
た場合には，どのような対応をすべきかをクラス内で話し合わせるなどの指導も行っ
ている。例えば「新型インフルエンザ」の問題がニュースとして頻繁に取り上げら
れているならば，学校としてその正確な情報を収集して，生徒を指導していくとい
う姿勢をもっていなければならない。また，高校生の場合は，近隣の小学生などが
登下校中に危険な目にあっている現場に遭遇することもあるので，（小学生を助け
るために）その際の対応についても指導をすることがある。小学生は，「地域安全
マップづくり」などの指導を受けて，通学路にどのような危険な場所があるのかを
学んでいる。高校生の場合は，どのような犯罪に巻き込まれる恐れがあるのかとい
うことを洗い出し，事前に予防策を知らせておくことが重要になってくる。登下校
の際に急に手を掴まれた，胸や尻を触られた，バッグをひったくられたなどの事件
を未然に予防するには，どうしたらいいのかを，生徒に考えさせる必要がある。そ
のために，筆者は，教師と生徒が一緒に学校付近の通学路を実際に歩いてみるとよ
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いのではないかと考えている。犯罪は人（不審者）が起こすのではなく，場所（死
角）が起こすという「割れ窓理論」に基づい て ，普段，登下校で通る道のどこに危
 （̍ ）̓
険があるのかをチェックさせて，いざという時にどのように行動すべきかを現場で
考えさせるのであ る 。普段は何気なく通っている道路でも注意深く観察すれば（時
 （̍ ）̔
間帯によっても），いくつかの危険箇所（死角）が見つかるに違いない。交差点や
歩道は勿論のこと，歩道橋，地下道，マンション，スーパーマーケット，コンビニ
エンス・ストア，バス停，墓地，神社，仏閣，駐車場，廃屋，工事現場など周囲を
観察しながらゆっくりと徒歩で回ってみることは大事なことではないだろうか。そ
の際にカメラやビデオ等を使って危険だと思う場所を撮影してくるようにすれば，
危機回避について話し合う時に有効な資料となる。
３．４　秘密保護の原則
　各高等学校においては，生徒，保護者，教職員に関わる個人情報の流出や盗難の
防止，“守秘義務”に万全を期する必要がある。２００５年４月に施行された「個人情報
保護法」により，各地で関連条例が改められ，学校でも個人情報の入手が難しくなっ
ている。家庭環境調査票の保護者の勤務先を削除したり，緊急連絡網を作成しなかっ
たりする学校が出てきてい る 。しかし，これは過剰反応であり個人情報は利用目的
 （̍ ）̕
を明確にして，使用規定を作り保護者に了承をもらえば問題ない。教職員は，情報
管理，機器操作等についての研修を深め，電子情報の取り扱いにも慎重を期するた
めに常に最新の情報環境への対応ができるように研修することが重要である。個人
情報の“管理責任”は校長にある。校長は，管理マニュアルを作成して個人情報の
管理状況について確実に把握するとともに，所属教職員への指導・助言を行う必要
がある。教頭は校長から指示を受けて日常的に情報の保管状況や持ち出しについて
点検を行い，教職員の情報取り扱い状況を指導・助言するとともに，校長に報告す
る。高等学校では，情報管理の責任者（教諭）が外部記憶媒体のバックアップ状況
や盗難・紛失の防止策についての実行状況を確認し，教頭に報告する。外部記憶媒
体は種類別に保管し，施錠できる保管庫等で管理することになる。外部記憶媒体は
「公用物」であるという認識をもち，保存用（Backup Copy）と処理用の２つを準
備し，個人パソコンで処理をする場合は『持ち出し簿』に氏名・時刻・種類などを
記入させる。個人用のパソコンの内臓ハードディスクには，個人情報に関するデー
タは入れないことや，個人情報の校外への持ち出しはしないという原則を守らせる
ことを徹底しなければならない。また，校内の情報機器や個人用のパソコンにはウ
イルス対策の最新ソフトがインストールされ，パスワード（Password）を確実にか
高等学校におけるクライシス・マネジメントに関する研究
けていることを確認するだけでなく，学期に１回はパスワードを変更するなどのセ
キュリティ（Security）対策も必要である。
４　事後のクライシス・マネジメント
　教育活動は，何らかの危険を伴うものである。高等学校では危険を伴うからといっ
て部活動やマラソン大会，インターンシップ，遠足などを自粛する訳にはいかない。
危機の予防や安全管理も重要な事であるが，いったん危機になった場合には，その
危機から如何に脱却するのかという問題を考えておくことが重要である。危機発生
時には校長・教頭の強力なリーダーシップ（Leadership）が求められ る 。校長や教
 （̎ ）̌
頭の適切な判断により「迅速な対応ができれば８割方は無事だ」と言われる程であ
る。事件・事故が発生した時に，リーダー（校長）がとるべきことは，スピーディ
な決断と対応である。リーダーシップは，フォロワー（構成員：教職員）との関係
で成立するものであり，フォロワーがリーダー行動を受け入れ，冷静に組織的な行
動をすることが前提とな る 。その際に机上の理論は何の役にも立たない。筆者は，
 （̎ ）̍
危機発生時にスピーディな対応をする上で守るべきこととして「事後のクライシス・
マネジメント原則」は，次の４つがあると考えている。
４．１　状況把握の原則
　管理職の基本的な心構えとしては，「想定外のことはない」ということである。
換言すれば，管理職はありとあらゆる事件・事故を想定していなければならないの
である。「いつ何が起きても慌てず，正確な状況把握をして，迅速に対処する」と
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表３　事後のクライシス・マネジメント
■ 正確な情報を迅速に収集して決断する
事件・事故発生時には，冷静に客観的な事実に基づいた情報収
集と分析を行う
状況把握の原則１
■ 最低でも３人のチームで対応する
教職員が『危機対応マニュアル』に基づいて組織的に動くよう
に指示する
組織行動の原則２
■ 警察・消防などへの通報を最優先とする
教育委員会へ迅速で正確な報告を行うことでリーガル・チェッ
クを受ける
外部連携の原則３
■ 積極的に正確な情報を内外に伝える
情報公開を正確なものにするために外部対応は窓口の一本化を
行う
窓口一本化の原則４
８９
いう管理職の姿勢は，部下である教職員の信頼と安心感を与えることに繋がる。管
理職としては，日常的には目の前の課題解決が優先されるけれども，危機発生時に
は，最初にあがってきた報告を正確に受け止めながら，どのような対処方法が最適
であるのかを即座に判断する必要がある。危機発生の報告は，ほとんどの場合，口
頭でなされる訳であり，興奮状態での報告であるため，「誰が何処でどうなってい
るのか？」という基本的な項目が曖昧なこともある。まずは，「落ち着いてゆっく
りと話す」ように伝えなければならない。報告を聞いて，最初に管理職は「緊急事
態なのかどうか？」という判断をする。そして，緊急事態つまり危機の発生である
と判断した場合は，すべての業務を中断して生徒の生命と安全を確保するために危
機に対処することになる。事件・事故発生時には，何時どの場所で発生したのか，
誰と誰の関係で起きたのか（加害・被害の関係），被害の程度はどの位かという“状
況（Situation）”把握が何よりも重要である。現場の状況を把握し，なぜ起こったの
かという理由や原因を考えるために，校長（または教頭）が現場に直行して立ち会
うのが原則である。これは校内の事故でも校外の事故でも同じであり，現場に駆け
つけて被害者・加害者への対応を行い，発見者・通報者・目撃者から事実を確実に
把握し，誤った情報を排除することが第一であ る 。そして，警察・消防・病院など
 （̎ ）̎
への緊急連絡や教育委員会への連絡を入れる必要がある。また，マスコミ対応につ
いての判断・指示も必要となることがある。同時に生徒や保護者への説明・連絡も
必要であ る 。時には校長又は教頭が現場に駆け付けることが不可能な場合もある。
 （̎ ）̏
この場合には，教務主任や生徒指導主事が現場に駆け付け，情報を収集することに
な る 。その際の情報伝達をどのようにするのかという課題があり，危機対応におけ
 （̎ ）̐
る情報の伝達は，通常の方法ではなく，迅速に最高意思決定者である校長に事件・
事故の実態を迅速に伝える必要がある。その際，危機対応の意思決定に直接関係の
ない情報，例えば情緒的感想や希望的観測などがノイズ（Noise）として混入しな
いように，危機に直面した（発見した）人間が校長に直接伝えるようにしなければ
ならない。危機対応において最も必要なものは，責任をもって危機に対応する体制
である。そして，危機対応は何よりも初期対応，初期行動が重視される。学校現場
の責任者である校長は，危機の発生を知った瞬間に，即断・即決して被害の最小化
を図るために思い切った対応をとることになるであろう。その際，教頭は，質の高
い客観的な情報収集と情報漏出の危険に配慮しながら，校長が決断した内容を学校
内の関係者に正確かつ迅速に伝え，落ち着いた対処を求めることになる。
　学校内の負傷事故のデータ（表 ４－１）を見ると，高等学校の場合は課外指導（ク
ラブ活動）中の事故が５０％を超えていることが分かる。次に多いのが各教科等（授
高等学校におけるクライシス・マネジメントに関する研究
業中）であり，この二つで７７％を占めている。課外指導の時間は，生徒が負傷しな
いように，原則として顧問の教師が練習（現場）に立ち会って指導することになっ
ているが，それでも負傷の危険性は高いということである。
　一般に危険なクラブ活動と言えば，柔道や剣道，弓道，水泳などが頭に浮かんで
くるが，統計上で事故はあまり多くない。意外なことに野球の練習中の事故が多い。
特に“硬式野球”の場合，石のように硬いボールが時速 １４０ km を超えるスピード
で飛んでくるので，バレーボールやバスケットボールなどと比較すると危険なスポー
ツの一つであると言える。実際に課外指導での硬式野球の練習中の負傷事故が多い。
筆者の経験から考えると，これは高等学校のグランド使用の実情から，専用の野球
グランドをもたず，サッカーやラグビーの練習が行われていることも関係するので，
“硬式野球が危険なスポーツだ”と短絡的に結論付けるのは間違いである。サッカー
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表 ４－１　負傷における場合別の発生割合　（単位：％）
通 学 中休憩時間課外指導学校行事特別活動各教科等
５．０ ６．０５２．８７．２４．０２４．８高等学校
２．８１７．１４５．４４．９５．１２４．４中 学 校
７．３５１．２ ２．６３．５９．４２６．１小 学 校
（出所）日本体育・学校健康センター「学校管理下の災害２１―基本統計―」（平成１８年）
表 ４－２　負傷における場合別の発生件数　（単位：件）
通 学 中休憩時間課外指導学校行事特別活動各教科等
１０，５７９ １２，８７３１１２，７０２１５，２９８ ８，６０２ ５２，８４３高等学校
１１，１２２ ６７，６３０１７８，０６０１９，３７７１９，８８２ ９５，８８４中 学 校
３３，７８６２３７，２６０１１，９１７１６，２０３４３，６１７１２０，９９１小 学 校
（出所）日本体育・学校健康センター「学校管理下の災害２１―基本統計―」（平成１８年）
表５　学校の管理下の死亡の発生件数
通 学 中休憩時間課外指導学校行事特別活動各教科等
８３１３６０１高等学校
２６ ６３２４中 学 校
１３ ０００４小 学 校
（出所）日本体育・学校健康センター「学校管理下の災害２１―基本統計―」（平成１８年）
９１
の練習中に，硬式野球の打球が横から飛んできて，頭に当たったというような事故
がある。野球部の選手が「危ない！」という大声を出すけれども，サッカー部の選
手は死角に入った（横や後ろから飛んでくる）野球のボールを避けることは難しい
のである。また，授業等の時間には，教師が様々な工夫をして安全面での配慮をし
ているという印象があるが，実際には負傷事故が多く発生してい る 。
 （̎ ）̑
　学校の管理下で何らかの事故があった場合には，普段の教師と保護者の関係次第
で問題がこじれたり円満解決したりする。授業中あるいは学校行事，特別教育活動
中などに発生した事故により生徒が死傷した場合，被害者又はその保護者から損害
の賠償を求められることがあ る 。そこで学校では，日頃から家庭との連携のために
 （̎ ）̒
通知文書を送付したり，学年通信・学級通信を発行したりして，学校教育への協力
依頼や学校生活の様子などを報告してい る 。保護者は，学校からの連絡文書や教師
 （̎ ）̓
の日常の態度から信頼できるかどうかを判断していることが多く，事故が起きた時
だけ保護者とのコミュニケーションに努力しても効果はあがらない。保護者との対
応で，常に分かり易い言葉づかいを心がけ，生徒のためにできることは積極的に取
り組む姿勢・態度を示しておかなければ“信頼関係”は確立できない。
４．２　組織行動の原則
　学校の危機対応訓練において用いられる手法として“卓上訓練”（Tabletop Exer-
cise）がある。この訓練はストレスのない普段通りの状況下で，参加者が危機対応
計画に基づいて，問題点を調べ解決するように討議することによって，危機発生時
の意思決定を学習するという方法であり，参加者の負担も少なく頻繁に行うことが
できる。この卓上訓練は，特別な場所や道具を必要としないし，短時間で複数の危
機対応をテーマとして取り上げることができ，参加者は各々の役割と責任を確認す
ることができるという長所があ る 。
 （̎ ）̔
　筆者の経験から言えることは，実際の高等学校で教職員の動きを見ていると，組
織的な活動場面よりも，むしろ個人が自立（個業）的に活動している場面の方が圧
倒的に多いということである。筆者が教職に就いた３０年前には“１人１役”と言わ
れていたが，今でも教職員各自は，包括的な職務理解のもとで自分の解釈と判断に
基づいて個々に活動しているのであ る 。そのような環境で，組織行動をとるために
 （̎ ）̕
は，校長の強いリーダーシップと，打てば響くミドルリーダーの行動が必要になっ
てくる。このミドルリーダーは，主任層に相当する教師のことであるが，彼らは内
発的な意欲をもち，自己効力感を抱きながら，他者に積極的に働きかけていくエン
パワーメント（Empowerment）をもっていることが多 い 。学校組織は管理職３人
 （̏ ）̌
高等学校におけるクライシス・マネジメントに関する研究
（校長・教頭・事務長）と一般教職員という二つの階層しかないため，管理職が教
職員を直接指揮する際の厳密さと頻度は少ないと言える。ミドルリーダーは，校長
の包括的な指示の範囲内で自律的な意思決定を行い，横方向の統制と連携という大
きな役割を果たしているのであ る 。
 （̏ ）̍
　組織行動（Organizational Behavior）をとるためには，自律的サブシステムとし
ての校務分掌を動かすミドルリーダー（主任層）を核として表６に示したような役
割分担とそれぞれの行動を明記したマニュアルが必要になる。組織的に行動するに
は，危機が発生した場合，最初に各分掌のリーダーである教職員への情報伝達を短
時間で簡潔に行うという課題がある。教職員へ事件・事故の状況が伝わらなければ，
全体としてまとまった秩序を形成して協力できないので，教頭は正確な情報を短時
間で整理して伝えることにな る 。その他，同時並行的に生徒への情報伝達をどのよ
 （̏ ）̎
うに行うのかという課題もある。誰がどのように動くのか，情報がどのように集め
られて，誰が最終“決断（Decision）”をして“指示”するのかを明確にしたマニュ
アルがないと，個人の判断で動くことになってしまうので，予め役割分担を決めて
おくことになる。しかし，教育現場では，ややもすると「危機対応マニュアル」を
作成することが目的になってしまい，マニュアルは作成した教師（多くの場合は教
頭）が熟知しているだけで，実際には“眠っている”ことがある。筆者は，危機対
応マニュアルの評価や改善が困難なのは，組織の意思決定の作用を直接観察する機
会が殆どないからだと考えている。危機対応の核心は「決定すること」と「行動す
ること」であり，問題を俊敏に解決したり，不測事態を芽のうちに摘出したりする
ために，学校組織の中のサブシステムである分掌の自律性を許容しながら，危機解
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表６　危機発生時における役割分担例
主　要　任　務構　成　員（班員）組　織（班）
対応方針の決定，指揮校長・教頭・事務長他対 策 本 部
報道機関等への対応教頭・教務主任外部対応班
警察・消防等への通報進路指導主事・事務主任通報連絡班
事実経過の記録教務部・事務職員対応記録班
最新情報を対策本部に連絡進路指導部情報収集班
生徒の避難誘導学年主任・各クラス担任避難誘導班
危機への第一次対応生徒指導主事，生徒指導部危機対応班
被害生徒の救護保健主事，養護教諭，保健部救 護 班
＊筆者作成
９３
消に向けた整然とした秩序ある行動をさせる必要がある。危機対応マニュアルは，
学校独自のものでないと意味はないが，教育委員会が作成した雛型がそのまま学校
独自のマニュアルになっているというケースも少なくな い 。形式的には，危機対応
 （̏ ）̏
に関する「校内研修」を実施している学校がほとんどであるが，真剣に見直しをし
て，改善点を修正している学校は少ないのが現実ではないだろうか。その原因は，
忙しさの中で後回しにされ，危機への対応が受け身になりがちだということであ る 。
 （̏ ）̐
マニュアルの内容が詳しすぎたり，危機の想定が現実離れしていたりするというこ
ともある。そのマニュアルで想定されている“危機”そのものに臨場感や緊迫感が
なければ，真剣になれないし，内容に具体性がなければ役に立たないのである。例
えば，「複数の教員が対応する」とマニュアルに記述してあったとしても，その複
数とは誰と誰のことなのかが明記されていなければ，指示するまでにメンバーを決
めるための時間が必要となる。高等学校では小さな問題であっても，通常“３名”
で対応するようにしておく必要がある。例えば生徒指導上の問題のケースでは，ク
ラス担任と副担任，学年主任の３名が対応するように決めておくとよい。学校全体
を巻き込むような大きな事件や事故の場合は，司令塔として「危機対策本部」を設
置することになる。その場合，本部のメンバーは誰になるのかを決めておく必要が
ある。筆者は，校長・教頭・事務長という３名の管理職の他に，教務主任・生徒指
導主事を加えて最低でも“５名の本部要員”が必要だと考えている。そして，その
５名はそれぞれどのような役割分担をするのかもマニュアルで明確にしておく必要
がある。
４．３　外部連携の原則
　事件や事故が発生した場合，学校だけで対応できるということはほとんどない。
校長は，警察や消防への連絡を最優先し，保護者や医療機関への連絡などを教職員
に対して迅速に指示する必要がある。危機発生時の混乱を想定して『危機対応マニュ
アル』で，誰がどこに連絡するのかを予め決定しておくことで，漏れや重複を防ぐ
ことができる。その他の外部連携機関（学校危機支援機関）としては，児童相談所，
保健所，警備保障会社，地域自治会（町内会）などがあ る 。場合によっては，高等
 （̏ ）̑
学校の近隣の小学校・中学校などへの“情報提供”なども重要になってくる。この
学校への情報提供は，各校の“教頭”が電話で日常的に行っていることである。
　最も重要な連携先は「保護者」である。言うまでもなく，小さな事件・事故の場
合も保護者との連携は欠かすことはできない。大きな事件・事故等の緊急事態が発
生した場合には，保護者の動揺は非常に大きなものがある。また，事態の収拾には
高等学校におけるクライシス・マネジメントに関する研究
保護者の協力が不可欠であるので，“緊急保護者会等”を開催して積極的に情報を
公開して，事件・事故の概要や学校の対応状況，今後の見通しなどについて説明し，
学校の取り組みを理解してもらうとともに，PTA役員等から協力が得られるように
することが重要である。この保護者会は保護者から開催要求がある前に，学校（校
長）が主体となって開催することが大切である。保護者会では，管理職は毅然とし
た態度で対応し，保護者の要望や意見を聴く姿勢に徹し，事実をもとに誠心・誠意
分かり易く答える必要がある。短時間で打ち切るようなことはしないで，時間を確
保して今後の教育活動の再開予定や再発防止対策などを説明し，安全確保や心のケ
アに関して協力してもらいたいことなどを丁寧に説明することで，保護者に安心感
を与えられるように努力する必要があ る 。
 （̏ ）̒
　学校は解決・終息に向けてベストを尽くすけれども，学校だけですべてを解決で
きないこともある。事件や事故が発生したら，校長は設置者である教育委員会の担
当部署への迅速な報告をする義務がある。その際に，絶対に“嘘”や“隠蔽”があっ
てはならない。教頭は，“５Ｗ１Ｈ”を基本として，報告書を作成する。現場対応
に追われて余裕がない場合には，電話で伝えることになる。まずは，「第一報」と
して“何が起きているのか？”を伝えることで，その後の対応について具体的な指
示を受けることができるし，教育委員会が職員の派遣が必要だと判断すれば担当の
指導主事等が派遣されることもある。職員の派遣は必要ないと判断した場合であっ
ても，「第二報」・「第三報」と逐次，情況の変化を電話やメールで報告するように指
示される。事実確認に時間をかけ過ぎて，対応が遅れることのないようにしなけれ
ばならない。教育委員会から指導を受けて，学校が対応していては手遅れになると
校長が判断した場合にも，学校の対応状況を教育委員会の担当者に事後報告する必
要がある。事故や事件を隠蔽しようとしても，必ず内部から自然に漏れていくもの
である。不都合なことを隠そうとしたり，曖昧な表現でごまかそうとしたりするこ
とのないよう，事実を正確に文書で報告し，リーガル・チェック（Legal Check）が
必要なものは，法的な視点で対応が間違いないかどうかを調べてもらう必要がある。
勿論，余裕があれば教頭や事務長などが法規ではどうなっているかを調べたり問い
合わせたりして，どの条文に該当するか，判例があるのかなどを確認することにな
る。特に学校事故の場合は，訴訟へ発展するケースもあることに留意しなければな
らない。
４．４　窓口一本化の原則
　危機が発生したら，噂や間違った情報が広まり，それらが訂正不可能になる恐れ
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がある。そうなる前に，できるだけ早くできるだけ多くの事実を正確に伝えること
が必要であ る 。１１０番や１１９番通報に関してマスコミ（Mass Media）は敏感であるの
 （̏ ）̓
で，事件や事故が発生すると必ずと言っていいほど，マスコミからの電話取材があ
る。教師は，マスコミの取材に慣れていないにも拘わらず，記者（Reporter）の中
には，教育や学校のことがよくわからずに，取材に来る者もいて，学校教育を社会
の視点から報道にしようとして，しつこく質問してくることがある。このような場
合，教師が当惑し返答に困ったり，守秘義務を破って知っていることを全て話した
りすることがある。これらの取材に“即答”していると，情報が正確に伝わらなかっ
たり，守秘義務に違反したりする恐れがあるので，外部への“情報公開（Release）”
を正確なものにするために“正式な窓口の一本化”は絶対に行う必要がある。言っ
てよいことと，言えないこと（言ってはいけないこと）を区別する判断力と最新情
報の入手が必要であるため，一般的には，管理職である教頭又は事務長が，外部と
のやり取りの窓口になることが多い。学校としては，報道機関に対して教師や保護
者・生徒への直接取材は行わないように要求しておくことも重要なことである。テ
レビ等のニュースで下校中の生徒や保護者に直接インタビューをした映像が流れる
ことがあるが，このような事は止めさせるべきであろう。校長は，マスコミの取材
に対して“逃げの姿勢”で臨むのではなく，学校の最高責任者として状況説明を自
分から行う必要があり，“説明責任（Accountability）”の所在を明確にすることが重
要である。時事刻々と状況が変化する中で，伝えられる内容と伝えられない内容と
を峻別し，学校（校長）の憶測を話すことなく，「～については現時点では分かっ
ておりません。」，「～についてはお答えできません。」ときっぱりと答える必要があ
る。知らないことは知ったかぶりをしないで「知らない」と答え，知っていても答
えられないことは「答えられない」と言うべきである。間違っても苦し紛れにその
場限りのいい加減なことを言わないことである。意図的に嘘をつくことは論外であ
るが，「嘘をつかない」ということは「本当のことを全部言う」ということではない。
その間には沢山の選択肢が存在す る 。校長は，事件・事故を常識的な目で見て判断
 （̏ ）̔
し，学校の社会的責任や道義的な責任について教育的見地から，生徒のプライバシー
の保護に配慮したコメント（Comment）を行 う 。法律的な見地からのコメントは，
 （̏ ）̕
冷たく突き放した印象を与え，責任逃れとういう誤解を招きやすいので避けるべき
である。学校は，マスコミの取材だけでなく外部からの問い合わせを拒絶するよう
なことがあってはならない。電話取材の場合には，相手が誰か分からないため，即
答しないで「後でこちらから電話します。」と伝え，相手を確認したうえで説明す
べき内容を吟味してから答えるようにする。取材依頼があったら，できるだけ電話
高等学校におけるクライシス・マネジメントに関する研究
でなく直接面談して取材に応じるようにすることが重要である。また，その際に誤
報を防ぐ意味からも客観的な情報を伝えるために“ポジションペーパー”（Position 
Paper）を渡すようにするとベストである。“危機広報”という用語があるが，これ
は学校の不測事態に対して，広報活動を通して学校が状況によりコントロールされ
るのではなく，状況をコントロールできるようにするということである。要するに
学校がマスコミに対して主導権を握るということであ る 。新聞やテレビの取材には，
 （̐ ）̌
必ずいつ報道されるのかを確認しておき，その報道内容を学校で詳細にチェックし
て，間違いがあれば直ちに訂正報道をしてもらうようにしなければならない。
お　わ　り　に
　本研究では，筆者の高等学校での経験をベースに，管理職の視点から学校安全と
クライシス・マネジメントの意義を考察し，クライシス・マネジメントの一般原則
を事前と事後の二つに分けて論述した。学校現場では，教科指導と生徒指導上の諸
問題の解決にエネルギーを集中させる必要がある。そのため，クライシス・マネジ
メントは，管理職の仕事（任務）であり，多くの一般教職員はそのような余裕がも
てないという意識をもっている。加えて，クライシス・マネジメントというのは，
一般的な危機対応マニュアルを作成するだけで十分間に合うという教育現場の管理
職自身の危機対応意識の低さも実際にあることを指摘しておきたい。リーダーであ
る管理職がこのような認識では，危機の発生を予知することができないだけでなく，
危機発生時に適切な判断や指示ができず，実際の危機に組織的に対応できるもので
はない。そこで，危機対応マニュアルを実際に役立つ（使える）ものにするために，
具体的な事案に沿って対応順序と役割分担が明示された簡潔なものに作り替えてい
く必要があると考えている。そのためには，校長や教頭が作成して職員会議（研修
会）で説明するだけで終わるようなものであっては何にもならない。校内のすべて
の教職員が共通に理解し，いざという時にそのマニュアルに沿って組織的に対応で
きなければ意味はないからである。すでにマニュアルを作成しているので問題ない，
と考えている学校（管理職）もあるかもしれないが，毎年，それを見直して改善・
修正することによって，最新のものにしておく努力と，教職員のクライシス・マネ
ジメント能力を高め，生徒の命を守るための卓上訓練や実地訓練の実施が求められ
ていることを忘れてはならない。現場の教師は，訓練を実施することで，マニュア
ルが頭の中に出来上がってこそ，実際の危機発生時に組織的な対応ができるという
ことを肝に銘じておいて欲しいものである。言うまでもなく，学校は自由で伸びや
かな教育的環境が必要であり，安全対策・危機対応だけを突出させて教育環境との
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両立を疎かにすれば「角を矯めて牛を殺す」ことになりかねない。終日校門を閉ざ
して学校を閉塞化したり，監視カメラをあちこちに配置したり，小学生に「大人の
男性を見たら犯罪者と思え」と指導したりすることは，過剰反応でしかないと考え
ている。最近では，学校に使い方もよく分からずまともな訓練もしないまま“刺股
（さすまた）”が数本配備されるようになっている。拳銃や刃物を持って乱入する暴
漢に，教師は“身体を張って生徒を守らねばならないのだ”という意識をもたせた
ことは，否定できない事実であるが，この刺股が暴漢を取り押さえる道具として配
備されることに違和感を覚えるのは筆者だけではないだろう。当面の目に見える対
応策と根本的な解決策を混同しないで使い分けながら，両者を有機的に連動させた
対策が強く求められているのではないだろうか。
　筆者は，如何なる困難があってもそれを断固として排して危機に対応し，生徒の
安全を確保するという“教師の使命感”がなければ，教壇に立つ資格はないと考え
ている。最後に敢えて指摘しておきたいことは，学校の安全・安心の確保，つまり
クライシス・マネジメントは，決して学校にとってのゴールではないということで
ある。学校の危機対応（現状維持）ができていればそれでいいというような問題で
はなく，学校の安全と安心の維持や確保は，活発で創造的な教育活動を展開するた
めに必要な条件でしかないのであり，教師が学校の“あるべき姿（状態）”を求め，
創造していく姿勢をもつことこそが最も重要なことである。
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